














































これに続き、2 年後の平成 9 年 4 月 19 日から
23 日にかけて、毎日新聞の特集『そして今　後
遺症とともに』が連載され、さらに 8年が経過し



















































うした動きの中で、平成 21 年から平成 22 年にか
けて、ようやく兵庫県及び神戸市において震災障
がい者の実態調査が検討されることとなり、平成




制度研究会が立ち上げられ、平成 22 年 5 月 21 日
に第 1回研究会が開催され、研究会を重ねた。折
しも、同年 1月 11 日に関西学院大学災害制度研
究所が災害復興基本法・第 1次試案を公表したと
ころであり、災害復興基本法の具体化作業という
側面もあった。平成 22 年 10 月 17 日には日本災
害復興学会が震災障がい者問題をテーマにした公


















































































































































































































級 3000 万円、第 2 級 2590 万円、第 3 級 2219 万
円、第 4級 1889 万円、第 5級 1574 万円、第 6級
1296 万円、第 7級 1051 万円、第 8級 819 万円、
第 9級 616 万円、第 10 級 461 万円、第 11 級 331
万円、第 12 級 224 万円、第 13 級 139 万円、第
14 級 75 万円とされている。













1 1 眼が失明し、他眼の視力が 0.02 以下になったもの































1 両眼の視力が 0.1 以下になったもの
2 そしゃく又は言語の機能に著しい障害を残すもの
3 両耳の聴力が耳に接しなければ大声を解することができない程度になったもの
3の 2. 1 耳の聴力を全く失い、他耳の聴力が 40cm以上の距離では普通の話声を解することができない程度になったもの
4 せき柱に著しい変形又は運動障害を残すもの
5 1 上肢の 3大関節中の 2関節の用を廃したもの
6 1 下肢の 3大関節中の 2関節の用を廃したもの
7 1 手の 5の手指又は母指を含み 4の手指を失ったもの
第 7級
1 1 眼が失明し、他眼の視力が 0.6 以下になったもの
2 両耳の聴力が 40cm以上の距離では普通の話声を解することができない程度になったもの
2の 2. 1 耳の聴力を全く失い、他耳の聴力がm以上の距離では普通の話声を解することができない程度になったもの
3 神経系統の機能又は精神に障害を残し、軽易な労務以外の労務に服することができないもの
5 胸腹部臓器の機能に障害を残し、軽易な労務以外の労務に服することができないもの
6 1 手の母指を含み 3の手指又は母指以外の 4の手指を失ったもの










1 1 眼が失明し、又は 1眼の視力が 0.02 以下になったもの
2 せき柱に運動障害を残すもの
3 1 手の母指を含み 2の手指又は母指以外の 3の手指を失ったもの
4 1 手の母指を含み 3の手指又は母指以外の 4の手指の用を廃したもの
5 1 下肢を 5cm以上短縮したもの
6 1 上肢の 3大関節中の 1関節の用を廃したもの





1 両眼の視力が 0.6 以下になったもの





6の 2. 両耳の聴力が 1m以上の距離では普通の話声を解することができない程度になったもの




8 1 手の母指又は母指以外の 2の手指を失ったもの
9 1 手の母指を含み 2の手指又は母指以外の 3の手指の用を廃したもの
10 1 足の第 1の足指を含み 2以上の足指を失ったもの
11 1 足の足指の全部の用を廃したもの
11 の 2. 外ぼうに相当程度の醜状を残すもの
12 生殖器に著しい障害を残すもの
第 10級




3の 2. 両耳の聴力が 1m以上の距離では普通の話声を解することが困難である程度になったもの
4 1 耳の聴力が耳に接しなければ大声を解することができない程度になったもの
6 1 手の母指又は母指以外の 2の手指の用を廃したもの
7 1 下肢を 3cm以上短縮したもの
8 1 足の第 1の足指又は他の 4の足指を失ったもの
9 1 上肢の 3大関節中の 1関節の機能に著しい障害を残すもの







3の 2. 10 歯以上に対し歯科補てつを加えたもの
3の 3. 両耳の聴力が 1m以上の距離では小声を解することができない程度になったもの
4 1 耳の聴力が 40cm以上の距離では普通の話声を解することができない程度になったもの
5 せき柱に変形を残すもの
6 1 手の示指、中指又は薬指を失ったもの








6 1 上肢の 3大関節中の 1関節の機能に障害を残すもの
7 1 下肢の 3大関節中の 1関節の機能に障害を残すもの
8 長管骨に変形を残すもの
8の 2. 1 手の小指を失ったもの
9 1 手の示指、中指又は環指の用を廃したもの
10 1 足の第 2の足指を失ったもの、第 2の足指を含み 2の足指を失ったもの又は第 3の足指以下の3の足指を失ったもの












8 1 下肢を 1cmル以上短縮したもの
9 1 足の第 3の足指以下の 1又は 2の足指を失ったもの


















































































































































































































































































































6） 　国民年金法 30 条以下を根拠とする。
7） 　厚生年金保険法 38 条以下を根拠とする。





（平成 17 年 3 月）。
